
農地中間管理事業の推進に関する法律（平成 25 年法律第 101 号）第 26 条第１項

に基づく農業者等の協議が行われたので、同項の規定により下記のとおり公表する。 

  令和３年２月１７日 

下呂市長 山内 登 

記 

１．協議の場を設けた区域の範囲 

  旧金山町金山・下原 地区 

（金山、中切、福来、中津原、大船渡、渡、田島） 

２．協議の結果を取りまとめた年月日 

  令和３年２月１６日 

３．当該区域における農業において中心的な役割を果たすことが見込まれる農業者

の状況 

  ６ 経営体 

  法  人 経営体数    ２ 

  個  人 経営体数    １ 

 集落営農（任意組織）   ３ 

４．当該区域おける農業の将来の在り方 

  別添、項目４のとおり 

５．当該区域における農地中間管理事業の活用方針 

  別添、項目３のとおり 
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市町村名 対象地区名 直近の更新年月日

下呂市 旧金山町金山・下原
（金山、中切、福来、中津原、大船渡、渡、田島）
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ア．中心経営体耕作地（所有地＋借入地） 6.2ha

イ．交付金対象農地（中山間直払制度＋多面的機能支払） 15.6ha

ウ．地域の話合い(地域で守るべき農地として選定） 14.9ha

４.３の方針を実現させるために必要な取り組み

・多面的機能支払交付金及び、中山間直接支払制度に関わる組織、農事改良組合長会等の地域にお
ける十分な話し合いのもと、既存の中心経営体に加え、集落営農組織や新規就農者、企業参入等多
様な担い手の育成に努め、持続可能な地域（農業）づくりを目指す。
・多面的機能支払交付金及び、中山間直接支払制度の対象組織を金山地域で一本化するために、集
落支援員の導入を検討する。
・下原地区では地域の話し合いによりプランに取り込む農地を選定。令和3年度アンケート調査を実施
し今後の方針を話し合っていく。

0.0%

0.5%

63.8%

※ウの農地のアンケートはＲ３実施

２.対象地区の課題

・当該地域には担い手となる中心経営体がいるが、まだ十分に確保されていない。
・プラン対象農地を遊休化させないことが重要。
・畦畔の維持管理について、多面的機能支払交付金、中山間地域直接支払制度等を活用し、農地所
有者の協力体制を構築する。
・小規模な農地が多く、中間管理事業を活用できるような農地ではない。（受け手がいない）

３.対象地区内における中心経営体への農地集積に関する方針

・農地の出し手は、原則として農地中間管理機構を活用する。
・多面的機能支払い交付金及び、中山間直接支払い制度の対象組織を金山・下原地域で一本化し、
農地の整備を行う。
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③将来貸出希望の農地面積

④「耕作者年齢59歳以下」又は「後継者あり」農地面積 7.4%

0.8%

0.5%

⑦「耕作者年齢80歳以上後継者なし」農地面積

⑧「転用したい」又は「耕作しない（できない）」農地面積

⑨意向が確認できていない農地面積

令和３年　人・農地プラン

農
地
台
帳

よ
り

①担い手が耕作する農地面積

②（非担い手の）中心経営体が耕作する農地面積

⑤「耕作者年齢60歳以上後継者なし」農地面積

⑥「耕作者年齢70歳以上後継者なし」農地面積

16.9%

26.7%0.0%

9.8%

1.対象地区の現状

人・農地プランの対象農地の面積 36.7ha



５.地区内の中心経営体

経営内容（作目） 経営面積ａ 頭数ほか

金山・下原-1 認農法 41 3（3） - 水稲、大豆、飼料米 5376 菅田、田島、東沓部

金山・下原-2 認農法 42 4 - 肉用牛、飼料作物 1358 339頭 菅田、金山、戸部、東沓部

金山・下原-3 認農 67 2 - 肉用牛 68 119頭 中切

金山・下原-4 集 77 3 - 水稲 120 中切

金山・下原-5 集 76 12 - 水稲 320 金山

金山・下原-6 集 72 17 - 水稲 230 福来

【記載上の注意】

６.将来貸出希望の農地の筆数および面積 ㎡

計

筆数 面積 筆数 面積

14 19652 1 21,215

13 7658 19 14,818

27 27,310 20 36,033

金山町金山 1,563

金山町福来 7,160

合計 8,723

中切営農組合　中野　輝昭

井尻営農組合　佐古　好隆

福来営農組合　竹知　良典

※　「属性」には、認定農業者は「認農」、法人は「法」、集落営農は「集」、認定新規就農者は「認就」と記載します。
※　「経営体（氏名）」には、法人経営、集落営農など組織経営体の場合は、その組織経営体の名称を記載し、括弧書きで組
織経営体の代表者名を記載します。

地区名
田 畑

面積

経営規模

農業を営む範囲

(有)すがたらいす（中島　悠）

(株)佐古牧場（佐古　健）

後継者

矢嶋　秀己

属性 経営体（氏名） 年齢 構成員（従業員）


